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定価本体14,800円＋税

災害と防災・防犯統計データ集 2020-2021 冊ISBN978-4-86563-051-0
定価本体14,800円＋税

余暇・レジャー＆観光 総合統計 2020-2021 冊ISBN978-4-86563-048-0
定価本体14,800円＋税

冊ISBN978-4-86563-047-3
定価本体14,800円＋税

地球温暖化＆エネルギー問題 総合統計 2019-2020 冊ISBN978-4-86563-045-9
定価本体14,800円＋税

書籍購入申込書 申 込 月 日

書　店　名　/　販　売　店

男女共同参画社会データ集 2019-2020

例えばこんなことがわかります！最新のデータ、グラフが満載

より詳しくは、三冬社ホームページまで
http://www.santho.net/

●ISBN978-4-86563-053-4
●三冬社 編集制作部 編
●2019年12月上旬発行
●A4判350頁
●定価 本体 14,800円＋税

公共機関・大学図書館・研究室、公共図書館の必備図書

47 都道府県の状況や世界の中の日本まで。
大きな変化を迎える日本をデータから見据
えるための必携書。

● 肥満高齢男性の割合
　 60-69 歳 34.1％　70 歳以上 25.7％
● �2018 年度末時点でサテライトオフィス開設数が

多い都道府県
　 1位 徳島県・北海道
● �男性の育児休業取得率……
　 1996 年 0.12％→ 2017 年 5.14％
● �企業規模別の結婚・妊娠・出産による女性正社員

の離職がない企業の割合
　 101〜 300 人以下 41.3％
　 1001人以上 16.1%
● �高齢者が行っている収入のある仕事の職種
　 �1位 サービスの職業 21.3%　

　 2 位 専門的・技術的職業 21.2%
● �長い人生を生きて行く上での不安で「健康の維持」

と回答したもの
　 40 代前半 42.8％　60 代前半 64.0%
● 世界人口の推移
　 2017 年 75億5,000万人
　 → 2100 年 111億8,400万人

47 都道府県から世界の中の日本まで。新卒採用の現状から高齢者の孤独死まで。
生活満足度から地方財政の状況まで。1955 年から 2040 年まで。大きな変化
を迎える日本をデータから見据えるための必携書。

幼保無償化による補助金の用途 都道府県別、出産・育児による離職者

最新トレンドから都道府県別のデータまで幅広く網羅！

外国人労働者数と就業者全体に占める割合の推移(2008年～2018年)

2020

少子高齢社会
総合統計年報



三冬社ホームページには すべてのデータ集を掲載　http://www.santho.net/

マーケティング調査・企画提案・研究・経営改善のための必備図書

A4 判　2019 年 4月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-045-9

温暖化対策とエネルギー問題をどうするか！
CO2 の削減と原発問題の解決が必要な日本のための幅
広い統計集。

地球温暖化＆エネルギー問題
総合統計 2019-2020

A4判　2019 年 10月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-051-0

気候変動がもたらす災害の増加。
地震、津波、火山の多い我が国の安全対策のための幅
広いデータ集。

災害と防災・防犯
統計データ集 2020-2021

A4 判　2019 年 8月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-048-0

オリンピックでの観光経済効果とオリンピック後のス
ポーツ振興の課題をどうするか？
地域の観光戦略の立案に最適な統計集。

余暇・レジャー＆観光
総合統計 2020-2021

A4 判　2019 年 6月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-047-3

男女の地位の平等感、就業状況、賃金格差、育児、家
庭での役割など、「男女共同参画社会」に関するあらゆ
る調査・統計データを網羅。各種の調査研究に最適です。

男女共同参画社会
データ集 2019-2020

少子高齢社会に関する様々なデータがこの1冊にまとまった
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0

1-2-8 都道府県別
、現在から

将来の75
歳以上人口

割合推計地
図（2015年

・2030年
・2045年

）

図表

割合（％
）

都道府県
2015年 2030年 2045年
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各種世帯の所得等
の状況

57
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官
庁
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子
高
齢
化6 各種世帯の所得

等の状況

厚生労働省「平成
30年　国民生活基

礎調査の概要」

1-6-1 各種世帯の平均所得
金額

（2015年〜2017
年）　図表

1-6-2
年齢階級別、世帯

人員1人当た

り平均所得金額（20
18年）

図表
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1-6-4
各世帯の所得の種類
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たり平均所得金額（
2018年）　

図表

1-6-5 各種世帯の生活意識
（2018年）
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全世帯
100.0 73.4 20.3 3.1 1.1 2.0

高齢者世帯
100.0 25.4 61.1 8.0 0.8 4.8

児童のいる世帯
100.0 91.8 4.0 1.2 2.5 0.5 （注）【　】は、2017年の数値である

。
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7 就業者の状況
総務省統計局「労働力調査（基本集計）平成29年（2017年）平均（速報）結果の要約」「労働力調査（基本集計）平成30年（2018
年）平均（速報）結果の要約」

1-7-1 男女・年齢階級別、15歳以上人口の就業率（2017年・2018年）図表

1-7-2 男女・年齢階級別、15歳以上雇用者（役員を除く）の雇用形態別割合（2018年）図表
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19 外国人の子どもの就学状況文部科学省「外国人の子供の就学状況等調査結果（速報）（令和元年9月27日）」

2019年5月～6月調査、市町村教育委員会（1,741）（特別区を含む）対象2-19-1 学齢相当の外国人の子どもの住民基本台帳上の人数

図表
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1,196

全体
n=1,741 68.7%

31.1%

2-19-2 外国人の子どもの人数区分別、地方公共団体数及びその割合

図表

2-19-3 学齢相当の外国人の子どもの就学状況の把握実態

図表
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小学生相当
中学生相当

小＋中

外国人の子どもが 1人以上いる地方公共団体数及びその割合
学齢相当の外国人の子どもの住民基本台帳上の人数

全体　n=1,741
区分

計
（人）

小学生相当
87,164

中学生相当
36,885

小学生相当＋中学生相当
124,049

（2019年 5月 1日現在）
区分

就学者数

③
不就学

④
出国・転
居（予定
含む）

⑤
就学状況
確認
できず

計
（人）

①
義務教育
諸学校

②
外国人
学校等

小学生相当計 68,246 3,361 648 2,220 5,976 80,451

（構成比） （84.8%） （4.2%） （0.8%） （2.8%） （7.4%）（100.0%）
中学生相当計 28,149 1,643 352 827 2,792 33,763

（構成比） （83.4%） （4.9%） （1.0%） （2.4%） （8.3%）（100.0%）
合計 96,395 5,004 1,000 3,047 8,768 114,214

（構成比） （84.4%） （4.4%） （0.9%） （2.7%） （7.7%）（100.0%）

〈表の各区分〉

① 義務教育諸学校：国公私立小・中・義務教育学校・中等教
育学校（前期課程）、特別支援学校（小・中学部）を指す。

② 外国人学校等：我が国に居住する外国人を専ら対象として
我が国の義務教育諸学校の段階に相当する組織的・体系的
な教育を行う施設を指し、各種学校として認可されている
か否かを問わない。③ 不就学：義務教育諸学校、外国人学校等のいずれにも就学
していないことが確認できた者を指す。④ 出国・転居：住民基本台帳に記載が残っているが、実態と
しては既に転居・出国していること又は近日中にその予定
であることが確認できた者を指す。⑤ 就学状況確認できず：就学案内の送付、家庭訪問、電話等
により就学状況の確認を試みたが、不在や連絡不通により
就学状況の確認ができなかった者を指す（教育委員会が就
学状況の確認の対象としていない者は含まない。）。

社会保障関係費と税収の推移
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3 社会保障関係費と税収の推移
財務省「日本の財政関係資料」（平成30年3月）3-3-1 社会保障関係費の増加と税収の減少（1990年度・2019年度）
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（注）1　括弧内は一般会計歳出に占める社会保障関係費の割合。

2　1990年度の一般歳出には、産業投資特別会計への繰入等を含む。

3　2019年度の計数は、臨時・特別の措置に係る計数を除いたもの。3-3-2 税収の内訳と推移（1987年度～2019年度）
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（注）2017年度以前は決算額、2018年度は第 2次補正後予算額、2019年度は予算額である。

要介護者等のいる世帯の現状
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13 要介護者等のいる世帯の現状

厚生労働省「平成28年　国民生活基礎調査の概況」

2016年6月調査、全国の世帯及び世帯員対象
5-13-1 要介護者等のいる世帯の構造別、構成割合の年次推移（2001年～2016年）
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（注）2016年の数値は、熊本県を除いたものである。5-13-2 要介護者等のいる世帯の構造別、要介護度の構成割合（2016年）
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（注）1　「総数」には、要介護度不詳を含む。

2　世帯に複数の要介護者等がいる場合は、要介護の程度が高い者のいる世帯に計上した。

3　熊本県を除いたものである。

5-13-3 要介護者等の年齢階級別、要介護者等のいる世帯の構造の構成割合（2016年）
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主な出典元：�内閣府/総務省/厚生労働省/文部科学省/国土交通省/財務省/消費者庁/警察庁/東京都/（独）労働政策研究・研修機構・（独）福祉医療機構・
（一財）1more Baby応援団・（一社）移住・交流推進機構・（一社）全日本指定自動車教習所協会連合会・国立社会保障・人口問題研究所・
明治安田生活福祉研究所・全国学童保育連絡協議会　その他団体・企業等

主な内容紹介

１章  官庁統計にみる少子高齢化
人口推計／平均余命と死因就業者の状況／社会の満足度　｢社
会意識に関する調査｣ など

2章  地域経済と少子高齢化
都道府県別就業者の現状／ 1都 3 県・本社移転企業調査／商店
街の実態／地域おこし協力隊の活動と定住意識／地方留学／廃
校施設等活用状況の実態／都道府県別外国人／企業の外国人雇
用の現況／テレワークの導入・実施状況など

3章  国の財政と国民生活
諸外国・日本の国内総生産と日本の国民所得／社会保障関係費
と税収の推移／ OECD 諸外国の政府支出及び収入／地方財政
の状況など

4章  若者の生活と少子化対策
2020 年卒の大卒求人倍率／ 2020 年卒の大学生 U
ターン・地元就職に関する調査／婚活意識／保育無償
化後に希望する子育てサービス／若者世帯の貯蓄と負
債／育児休暇の実際／認定こども園の認定状況／子ど
もの教育資金／不妊治療と経済的負担／子どもの貧困
の状況など

5章  高齢者の生活と高齢化対策
高齢者の健康と栄養／高齢者の就労状況・社会的活動
／高齢者の貯蓄・負債／認知症への備え／高齢者の交
通死亡事故／高齢運転者の講習と認知機能検査の実態
／高齢者犯罪者現況／孤独死／成年後見関係事件など

6章   国際比較
世界の人口推計／日本と主要国の労働力・就業者／育
児休業に関する制度 ･ 支援／日本と主要国の学校教育
費など

わかる！

使える！


